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奄美大島における子育て環境 第二報
一一 名瀬市以外の認可保育所及び、へき地保育所通園児の母親を対象にした調査報告
Second report on enviornment of child care 









失が最も大きな要因と される過疎化は， 当然の結果と して乳幼児の減少を招き，幼稚園よりも保育所
が多いという過疎地域の実状も付け加わり，よ りいっそう保育所に大きな打撃を与えていると述べ，
保育所に関する制度面での改善策を提言している。例えば小規模保育所制度の設置要件や特別な保育







世帯数 総 数 男 女
2002年 2002年 1995年 1985年 2002年 2002年
名瀬市 17，655 42，124 44，343 J 49，765 19，571 22，553 
大和村 857 2，060 2，092 2，419 977 1，083 
字検村 955 2，140 2，424 2，473 1，019 1，121 
瀬戸内町※ 5，048 11，366 12，017 13，269 5，409 5，957 
住用村 795 1，941 1，901 2，039 929 1，012 
龍郷町 2，348 6，051 5，889 6，183 2，853 3，198 
笠利町 2，821 6，886 7，166 8，651 3，234 3，666 
奄美大島本島 30，479 72，582 75，832 86，784 33，992 38，590 
鹿児島県計 728，064 1，778，968 1，794，224 1，819，270 834，039 944，929 
資料 :r国勢調査報告』総務庁統計局，r鹿児島県統計年鑑』鹿児島県





祉)の観点からその援助システムを考える (棲井， 2000)。この提言の中の③については， 現時点で
は小規模保育所の定員が20名にヲ|き下げられ 改善の兆しは見られる。 ②では高齢者福祉施設と保育



























(表1)。 なお表中にある 「認可jは名瀬市以外の認可保育所， Iへき地は」へき地保育所を表してい
る。
奄美大島における子育て環境第二報 坪井敏純 143 
表 1 回答者数 (人数)















認可 47 74.4 4.3 14.9 4.3 
20歳代
へき地 32 62.4 15.6 6.3 6.3 
30歳代
認可 119 82.4 13.4 l.7 1.7 
へき地 94 79.8 11.7 1.1 3.2 
40歳代以上
認 可 21 7l.4 9.5 4.8 4.8 
へき地 17 70.5 1l.8 5.9 5.7 
認可 188 79.8 10.6 5.3 2.7 
全体
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表3 出身地別家族構成
保育所の 出 身 地
家 方矢 構 成 全体
大島 県 内 県外種類
認可 79.3 80.8 96.2 57.8 
夫婦と子ども
へき地 74.8 74.8 76.4 73.7 
認可 10.6 11.1 3.8 15.4 
夫婦と子どもと親族
へき地 12.6 12.1 11.8 11.8 
認可 5.3 4.4 0.0 15.4 
母親または父親と， 子ども
へき地 2.8 2.8 5.9 5.9 
認可 2.7 3.0 0.0 3.8 
母親または父親と，子どもと親族
へき地 4.2 5.6 0.0 0.0 
認可 2.1 0.7 。。 7.6 
その他









表 4 保護者 (母親)の出身地別就労形態の割合. ( )は実数
保育所の
出 身 地
就労形態 全体 大 島 県内 県外
種類
(135) (26) (26) 
常勤の勤務
認可 29.0 26.3 61.6 11.5 
へき地 14.7 17.8 5.9 5.3 
パートタイム勤務
認可 33.6 37.6 23.1 42.4 
へき地 30.8 33.6 23.5 21.1 
自営業
認 可 1.1 0.8 0.0 3.8 
へき地 4.2 4.7 0.0 5.3 
自由業
認可 0.5 0.8 0.0 0.0 
へき地 0.7 0.9 0.0 0.0 
家族従業
認可 12.4 12.0 3.8 23.1 
へき地 4.2 3.7 0.0 10.5 
内職
認可 2.7 3.0 3.8 0.0 
へき地 2.8 1.9 0.0 10.5 
無職
認可 17.7 19.5 7.7 19.2 
へき地 42.6 37.4 70.6 47.3 
(全体) 100% 100% 100% 100% 
ここで問題なのは，未就労者 (専業主婦，無職)が，過疎地の保育所ではかなり の割合を占めている
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という点である。 へき地保育所では県内出身者の就労形態は無職が70%を超えており他の出身者との








有職者が14.6%，無職者が50.0%で有意差が認められた (X2=15.200，df= 1， p<O.OOl)。
表6でも同様に出身地がその地域であるかどうかよりも，無職者の方が有職者より も地域の人間関
係に悩む割合が多く，就労が影響している (χ2=19.276，df=l， p<O.OOl)。山牒 (2001) は，過疎
地への転入による生活環境の変化と地域の人間関係の希薄さが，孤立と不安を生み出すという過疎地
の問題点を挙げている。その点では，表7の悩み事について居住年数を10年未満と10年以上で比べる
と， I家族の生活」と「地域の環境Jに有意傾向が見られる (X2=3.834，df=l， p<0.0502o X2ニ







就 労 日 頃 の '悩 み
( )は人数 地域の人間関係 親族の人間関係 家族の生活 地域の環境
10年未満
有職者(5 ) 0.0 16.7 66.7 16.7 
無職者 (15) 46.7 20.3 73.3 53.3 
有職者 (43) 14.6 9.5 50.0 
10年以上
無職者 (18) 50.0 33.3 38.9 27.8 
表6 出身地別で見た司へき地保育所における母親の日頃の悩み
出身 地
就 労 日 頃 の '悩 み
( )は人数 地域の人間関係 親族の人間関係 地域の環境
大島以外
有職者 (5 ) 0.0 20.0 20.0 
無職者 (13) 38.5 23.1 61.5 
大 島
有職者 (43) 14.0 9.3 23.3 












が有職者と比べて無職者が有意に高い (X 2二 6.943，df=l， p<O.Ol)。これは次のような理由かも し
れない。就労していれば職場での人間関係も広がり，同じ世代の子育て仲間などとの接触を得ること




表 7 就労形態別に見た子育て環境の改善 (認可保育所)
就労形態 ( )は実数
改善 を 望 む 内 容 常勤 パート 家業 無職
(54) (68) (23) (33) 
育児休業の充実 42.3 36.9 9.1 30.3 
労働時間の短縮 (自分の，あるいは夫の) 55.8 29.2 22.7 24.2 
出産費用の補助 15.4 35.4 36.4 39.4 
育児手当の充実 25.0 66.2 45.5 36.4 
保育所の充実 53.8 35.4 36.4 27.3 
職場の保育施設を設置あるいは充実 32.7 20.0 0.0 24.2 
公共施設内の託児室の設置や充実 19.2 24.6 18.2 39.4 
ベビーシッターの普及 11.5 6.2 4.5 6.1 
近隣同士で，子育てを助け合うような関係 11.5 13.8 9.1 18.2 
子育ての相談機関の充実 5.8 9.2 4.5 12.1 
父親が子育てできるような勤務体制 28.8 15.4 9.1 21.2 
夫の応分な家事負担 46.2 18.5 31.8 12.1 
住宅や生活環境の改善 11.5 20.0 9.1 33.3 
近隣の自然環境の改善 3.8 10.8 18.2 9.1 
出産・ 育児情報を得やすく 0.0 3.1 9.1 15.2 
5.子育ての相談相手 (認可保育所)
表8は出身地別に，選択した相談相手を示したものである。県内出身者は夫を選択する割合が他の





非常に多く ，有意差が認められた (χ2二 7.796，df=2， p<0.05)。また保育土を相談者に選択する割




中日 号記化K キ目 手 大島 県内 県外
(135) (26) (26) 
相談せず，自分でよく考えて解決に努力することが多い 19.4 11.5 11.5 
夫 67.9 88.5 69.2 
あなた又は夫の両親 (祖父母) 53.7 80.8 46.2 
親戚の人 (祖父母以外) 39.6 23.1 34.6 
保育所の保育士 31.3 42.3 42.3 
友人・知人 79.1 65.4 57.7 
かかりつけの医師 9.0 3.8 3.8 
保健所の保健婦 6.0 7.7 7.7 
テレビ ・ラジオ・雑誌の相談コーナー 3.0 3.8 11.5 
育児書や育児雑誌 17.2 15.4 23.1 





者が多いことから似たような選択傾向が見られ，有意差が認められた (X2=8.313， df=3， p<O.05)。
無職の場合保育士を選択する割合が非常に少ない。この原因は家族従業や常勤には大島以外の出身者
が多く(表6)，就労形態だけの問題ではない可能性もあるが，調査人数が少なく結論は出しにくい。
表9 就業形態と相談相手 (4択);認可保育所.( )は人数
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